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第５章 鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する
基本的な考え方 

１ 公共機能の方向性 

（１）諸条件及び将来展望を踏まえた総括 

本市ではこれまで、鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する検討を行う上での諸条
件等を整理してきました。 
＜現区役所等施設へのアクセス性の課題＞ 
将来人口推計をみると、現在の区役所等施設が築 60年を越える 2045 年においても、現

在（平成 30（2018）年）とほぼ同数の約 23万 1千人の人口が想定されている一方で、65
歳以上の人口比率は 33.9%と、高齢化は着実に進行します。起伏に富んだ地形が特徴であ
る宮前区において、古くは分区当初から検討を重ねてきた現区役所等施設へのアクセス性
の向上は、今後も重要な検討課題です。 

関係団体等説明・ヒアリングやまちづくりフォーラムでは、今回の検討に対する期待や
懸念 た実感に基づく提案など、多様な御意見を
いただきました。全 4 回の創造的議論を積み重ねた意見交換会では、まちづくりのコンセ
プトや機能・サービスという観点から整理可能な未来志向のアイデア、提案が寄せられる
など、鷺沼駅周辺再編整備の今後の取組にもつながる御意見をいただきました。 
＜継続利用と移転の比較＞ 
専門業者への委託による基礎調査の結果を踏まえ、現在の区役所等施設の継続利用と移

転の比較を行いました。再開発区域の一部が土砂災害警戒区域に指定されていることなど
から、鷺沼駅周辺の災害対策を懸念する声が寄せられていますが、地形・地質をはじめと
した立地条件等を精査した結果、それぞれにメリット・デメリットがあるものの、両地域
とも必要な災害対策が可能であり、大規模災害の被害想定では差異がありません。 
一方、今後 30 年以内に首都直下地震の発生する確率が 70％とされる中で、先んじて建

物・設備を更新することによる更なる安全性や機能性の向上、再開発による交通広場の拡
充等を契機とした交通結節機能の向上、多様なライフスタイルに対応した都市機能の集積
による利便性の向上は、立地特性として鷺沼駅周辺が持つ大きな優位性です。 
＜準備組合との調整＞ 

し、現時点での再開発コンセプトや施設ゾーニング等について、複数パターンを想定した
検討を依頼しました。その結果として提示された施設ゾーニング等について、必要規模の

まちづくりの方向性と効果、さら
という観点から、改めて検討・確認を行いました（→P.75 参照）。 

本市では、こうした諸条件及び将来展望、並びに準備組合から提示された情報を総合的
に整理・検討し、今回の再開発を、より良い宮前区のミライに繋がる契機と捉え、鷺沼駅周
辺再編整備に伴う公共機能の方向性及び基本的な考え方を、次のとおり取りまとめました。 



（２）方向性 

将来的な少子高齢化の一層の進行を見据え、災害に強く、しなやかで多様なコミュニテ

をはじめ、都市としての機能が向上する鷺沼駅周辺に、
転・整備し、宮前区全体の活性化を促す「核」としての地域生活拠点の形成を図る。 
② 間事業者による再開発事業との連携により、 相乗効果による機
能・空間の実現を図り、文化・交流拠点の形成と新たなコミュニティの創出を図る。 
③現区役所等施設・用地は、本市の貴重な財産として、地域課題の解決や魅力ある地域づ
くりに向けた活用のあり方について、宮前区全体と周辺エリアの将来を見据え、
加で検討する。 

（３）基本的な考え方 

①鷺沼駅の交通結節機能の強化を踏まえた宮前区の核となる地域生活拠点の形成 
・ 少子高齢化の一層の進行が確実な中で、これからの区役所（平常時）には、福祉や介

を着
実に提供していくことが求められます。 

・ こうしたサービスの利用者は、自ら希望して区役所を訪れるのではなく、必要性から
の利用が大半であり、
アクセス性の確保がより重要になります。 

・ 意見交換会では、「障害者や高齢者、外国の方が簡単に行ける場所（駅の近く）に行
政サービス機能、相談機能を設置」という意見が寄せられました。 

・ これまでも、現在の区役所等施設へのアクセス改善に向けて、古くは現区役所建設当
初から様々な検討が繰り返されてきましたが、いずれも課題の解決には至っていませ
ん。 

・ 鷺沼駅前再開発では、交通広場の拡充や、路線バスネットワークの充実により、宮前
区全体の発展に資する鷺沼駅へのアクセス性向上に向けた取組を推進するとともに、
多様なライフスタイルに対応した都市機能の集積により、利便性の向上を図ります。 

・ また、公共交通によるアクセス性を高めるためには、路線バスネットワークの充実と
併せて、路線バスの走行環境の改善による速達性・定時性の向上が重要となることか
ら、通過交通等に配慮した混雑対策など、駅周辺の交通環境の改善に取り組みます。 

・ こうした鷺沼駅の交通結節機能の向上効果等を活かし、将来を見据えたコンパクトな
し、宮前

区の核となる地域生活拠点の形成を図ります。 

②建物・設備の更新と的確な機能分担による災害に強いまちづくり 
・ 近年、全国各地で地震や大雨等による自然災害が発生し、今後 年以内に首都直下
地震の発生する確率が ％程度とされる中、災害に強いまちづくりの推進は、大変
重要な行政課題です。 

・ 意見交換会やフォーラムでも、災害対策や防災の観点からの意見として、「災害時を
考慮した拠点配置」、「区役所は防災拠点として機能を果たせる場所に置く」といった
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意見が寄せられました。 
・ こうした意見の多くは、現在の区役所周辺の条件に比べ、鷺沼駅周辺の立地を懸念す
る声でしたが、第 4 章で整理したとおり、両地域の立地条件にはそれぞれにメリッ
ト・デメリットがあるものの、大規模災害の被害想定では大きな差異はなく、必要な
災害対策が可能な状況です。 

・ そこで、再開発に合わせて建物・設備を更新することにより耐震性や耐火性、運営面
を考慮した機能性の向上を図るなど、既存建物以上の安全性と機能性を確保するとと
もに、周辺エリアを防火地域に指定していることから、機能更新等にあわせて、面的
な市街地の防災性向上を誘導することで、宮前区災害対策本部（以下「区本部」とい
います。）をはじめとした区役所（災害時）の「機能」を確実に確保します。 

・ また、区役所、消防署、警察署が隣接している現況の拠点性を解消する代わりに、  
鷺沼（区役所）、宮前平（消防署・警察署）の２拠点体制として被災リスクを分散し、
新たに回復力（レジリエンス8）と多重性（リダンダンシー9）を確保します（協力・
連携体制は引き続きしっかりと確立します。）。 

・ こうした新たな拠点配置による区役所（区本部）と消防署・警察署等との的確な役割
分担を踏まえ、更なる機動性・即応性の確保に向けて区地域防災計画を改定します。 

③民間施設等との連携による文化・交流拠点の形成と新たなコミュニティの創出 
・ 意見交換会では、「多様性のある出会いのスペース」としての広場機能や、「音楽、芸
術、交流できる場所」としてのホール、「未来型図書館」、さらには「シェア」や「フ
リー」をキーワードにした「ワーキングスペース」等の提案がありました。 

・ また、本市では、平成 31（2019）年 3月に「これからのコミュニティ施策の基本的
考え方」を策定しました（→P.71 参照）。その中で、今後の取組の一つに、地域レベ
ルの「新たなしくみ」として、「まちのひろば」の創出を掲げています。「まちのひろ

域資源を活用して創出することとしています。 
・ 今回の施設整備においても、こうした考え方を踏まえながら、再開発事業による施設
整備として、これまでの区役所、 ・図書館としての単一機能的な施設ではなく、

携、機能・空間の融合や多機能化を図ることによる相乗効果により、
新たな賑わいや交流の促進を目指します。 

・ 所も含めた公共機能を一体的に移転・整備する

取組を継承、発展させ、コミュニティに関わる施策の総合化を図ります。 
・ 「ベッドタウンから生活するまち」、「一日過ごせるまち」へ。商業施設や広場機能等

若い世代に選ばれ、  
多世代が集まり、多様なコミュニティを創出する新たな文化・交流拠点を形成してい
きます。 

8レジリエンス…「回復力」、「復元力」、「弾力性」等と訳される言葉で、元々は精神医学や心理学用語。防災面
では、「全体としての機能を速やかに回復できるしなやかな強靭（きょうじん）さ」を表わす
9

絶や一部施設の破壊が全体の機能不全につながらないように、予め交通ネットワークやライフライン施設を多重
化したり、予備の手段を用意したりする性質を示す 
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④現区役所等施設・用地の活用に向けた市民参加による検討 
・ ・用地（以下「現区役所等施設・用地」とい
います。）は、本市の貴重な財産です。 

・ 意見交換会やフォーラムでも「現在の区役所でこれまでに培ってきた人や活動のつな
がりに配慮してほしい」、「文教地区としての魅力を落とさないでほしい」、「跡地は防
災の拠点に」、「スポーツができる広場を整備してほしい」等の意見が寄せられました。 

・ 現区役所等施設・用地の活用については、今後、宮前区全体の将来のまちづくりや現
区役所周辺エリアの活性化 を進
めていくこととします（→ 参照）。 

⑤地域バランスを考慮した区全体の機能向上（向丘出張所の機能の検討） 
・
化してほしい」、「向丘出張所の機能充実・拡充」等の意見が寄せられました。 

・ 本市では、平成 （ ）年 月に策定した「区役所と支所・出張所等の機能再編
実施方針改定版（以下「機能再編実施方針改定版」といいます。）」において、出張所
について「共に支え合う地域づくりを推進する身近な地域の拠点として、（中略）地
域の実情に即した取組を推進」することとしています。 

・ また、「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」では、出張所を含めた既存公
共施設について、前述した地域レベルの「まちのひろば」としての更なる地域化を推
進することとしています。また、区域レベルの「新たなしくみ」として「ソーシャル
デザインセンター」の創出を掲げており、この中では、現在、向丘出張所 階に設置

も検討することとして
います。 

・ 向丘出張所については、今回の鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する検討を契
機として、地域バランスを考慮した区全体の機能向上という観点や、上記関係施策の
位置付け・検討状況を踏まえ、「身近な活動の場」や「地域の居場所」としての活用
など、地域の皆様とともに地域ニーズや課題を把握・整理し、機能のあり方について
検討していきます（→ 参照）。 

【参考】「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」（平成 31（2019）年 3月策定）について 
市政におけるコミュニティ施策の羅針盤となる基本的な考え方とし

て、地域包括ケアシステム推進ビジョンの取組をコミュニティ施策の視点から支え、相互
補完的に充実させる位置付けのものです。 
暮らしを取り巻く環境の変化がもたらす様々な将来リスクを回避し、「希望のシナリオ」

能な暮らしやすい地域を実現する施策の方向性を示すことを目的としています。 
「考え方」の中で、今後の取組については、「地域レベル」、「区域レベル」、「市域レベル」

できめ細かく推進することとしています。 
平成 （ ）年度は、地域レベルの「新たなしくみ」である地域の居場所「まちのひ

ろば」と、区域レベルの「新たなしくみ」であるプラットフォーム「ソーシャルデザインセ
ンター」創出のモデル実施を重点的に展開していきます。 

より、これまでにない活動や予期せぬ価値を創出すること 
これからのコミュニティ施策 



第５章 鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本的な考え方

72

２ 導入機能及び規模の方向性 

（１）区役所機能 

ア 目指す方向性 
平成 28（2016）年 3月に策定した「区役所改革の基本方針」では、区役所は、これまで

本的な考え方として、10年後を見据えた 3つの「めざすべき区役所像」に基づく取組を推
進することとしています。 
【「区役所改革の基本方針」における「めざすべき区役所像」】 

また、将来的な人口減少、少子高齢化の一層の進行が確実に予測される中で、これから
の区役所には、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、福祉や
介護、生活支援に関する相談
行政機関としての役割が、これまで以上に重要になっていくことが想定されます。 
こうした として、アクセス性の向上や都市機能の集積等が図られ
た鷺沼駅周辺ならではの立地を活かし
行政サービスを着実に提供していきます。 
さらに、首都直下地震等の発生リスクの高まりや、全国各地で大雨による風水害が頻発
する中、災害に強いまちづくりの推進は大変重要な行政課題です。新たな拠点配置に基づ
き、更なる地域防災機能の強化等に取り組みます。 

イ 機能・サービス 
「区役所改革の基本方針」における「めざすべき区役所像」の実現に向けて、これから

の区役所では、きめ細やかな相談支援や地域では解決困難な課題の解決、公平性や安定性
が求められる行政サービスなどの総合的な提供、地域での「顔の見える関係」や地域コミ
ュニティの形成につながるきっかけづくり、地域の主体的な取組を促すコーディネート機
能の強化、多様な主体の参加と協働による地域の課題解決に取り組みます。 

発によって課題解決する区域レベルの「新たなしくみ」として、地域での様々な新しい活
動や価値を生み出し、社会変革（ソーシャルイノベーション）を促す基盤（プラットフォ
ーム）の創出に取り組むこととしています。 
宮前区は、昼夜間人口比率が 73.4％と市内で最も低くなっているとともに、今後、急速

に高齢化が進んでいくことが見
互いに支え合えるしくみづくりが必要です。身近な地域の総合行政機関として、地域包括
ケアシステムの構築に向けた取組を推進します。 

に立った行政サービスを総合的に提供する区役所 
（２）共に支え合う地域づくりを推進する区役所 
（３）多様な主体の参加と協働により地域の課題解決を図る区役所 
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さらに、災害に強いまちづくりに向けて、関係機関との連携体制の強化や、災害時にお
ける業務継続性の確保に向けた自家発電設備、給水機能等の設備計画など、庁舎としての
機能も含め、地域防災機能の更なる強化に取り組みます。 
庁舎整備にあたっては、「かわさきパラムーブメント」の理念や区役所サービス向上の観

点から、バリアフリーやユニバーサルデザインを取り入れたすべての人にとってやさしい
庁舎とします。 

＜「機能再編実施方針改定版」における庁舎整備の視点＞ 

なお、鷺沼行政サービスコーナーについては、総合計画第2期実施計画中（平成30（2018）
33（2021）年度）に検討を行う、マイナンバー制度等による利用状況の変化を踏まえた

市全体の証明書発行体制のあり方を踏まえて、検討を行います。 

ウ 規模 
新庁舎の規模は、「イ 機能 ・サービス」で示したとおり、今後も身近な地域の総合行政
機関としての取組を推進していくため、将来的な組織再編等への対応を想定しつつ、現庁
舎と同程度の施設規模を基本とします。 

エ 整備位置、時期 
・ 区役所機能は する駅前街区ではなく、北街
区の低層部に整備します（→P.77 参照）。 

・ 北街区は駅前街区の次の段階での施工が予定されているため、整備時期の詳細は未定
ですが、概ね平成 40（2028 42（2030）年度頃の完成が見込まれています。（第 6
章参照）。 

・ 鷺沼駅周辺再編整備に伴い移転・整備する区役所新庁舎については、効果的な機能配
置や空間構成も含めた具体的な仕様等について、整備時期に併せて詳細な検討を行い、
基本計画を策定します（第 6章参照）。 

・ なお、「平成 30 年度行政監査結果報告書」において指摘のあった現在の宮前区役所、
利用状況や施設の状況等を

踏まえて優先度を検討し、補修等により対応を行います。 

（２）市民館・図書館機能 

ア 目指す方向性 
現在の ・図書館は、区役所や警察署、消防署などの公共機関が集積する地区

にある、独立した建物内に設置されています。年齢・性別・国籍等に関わらず、全ての市

図書館では、図書を中心とした多様な資料の収集・提供、調べもの相談、おはなし会等を
実施してきました。 

視点１ 地域の防災拠点としての庁舎整備 
視点２ が快適にサービスを受けられる庁舎整備 
視点３ 身近な地域拠点づくり、地域の実情に即した庁舎整備 
視点４ 資産保有の最適化・有効活用を踏まえた庁舎整備 
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再

よる相互連携の可能性が生まれます。 
また、施設が更新されることで、新たな施設・設備を活用したサービスの可能性が広が

ります。 
こうした、新たな可能性の創出が期待できる施設の移設・更新という機会を最大限に活

かしながら、社会教育及び生涯学習にかかる環境を整備し、事業の充実やサービスの向上
を目指していきます。 
多くの人々が集う新たな施設を宮前区における生涯学習の拠点とし、地域で活動する

様々な主体や区内の諸施設との連携を図りながら、幅広い地域で生涯学習事業を推進して
いきます。 

イ 機能・サービス 
では、 の学習活動を支えるため、各種講座やイベント、学習相談等や、自主

的な学習活動の場として施設（会議室・教養室・ホール等）の貸出を実施しています。 

図書を中心とした資料の収集や貸出を行うほか、おはなし会の実施など資料を活用した読
書普及事業や認知症関連情報提供コーナーのような地域課題を捉えた取組、また、学校図
書館等との連携などを行っています。 
今後も、 するとともに、一体で移

転する、区役所と連携した事業を実施していきます。 
また、駅前という多様な施設が集積する立地を活かして、商業施設や商店街、駅、保育

所など、同じ建物内や近隣の店舗・施設・団体等に対して積極的な働きかけを行い、新た
な関係性を構築することによって、
館サービス、イベント等の実施を目指します。 

事業地内という立地上の利点を活かした情報発信によって、
度や興味関心を高めるための取組を実施していきます。 
施設整備にあたっては、

る他都市の先進事例も参考としながら、利用者のニーズに対応した環境整備を図ることで、
施設・設備を活用した新たなサービスの検討を行っていきます。 

流のきっかけをつくる場となるよう、気軽に館内に立ち寄れる雰囲気をつくるとともに、
活動しやすい動線や諸室・機能配置などを検討していきます。 

ウ 規模 
新施設の規模は、「イ 機能 ・サービス」で示したとおり、これまで行われてきた様々な

現施設と同程度の施設規模を基本としながら、市

スの活用を検討します。 

エ 整備位置、時期 
・
低層部に整備します（→P.77 参照）。 
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・ 駅前街区は、交通広場等の整備を伴うことから、北街区に先行し、平成 （ ）
年度の工事着手が予定されています。平成 （ ）又は （ ）年度中の供用
開始を目指した取組を推進します（第 章参照）。 

【参考】準備組合との調整について 

準備組合により、様々な条件による検討が進められてきました。 

踏まえ、準備組合に対し、平成 （ ）年 月下旬に、現時点での再開発のコンセプ
トや施設ゾーニング等の提示を依頼しました。 
準備組合からは、平成 年（ ）年 月上旬に、鷺沼駅前の「課題」や「強み」、  
「好機」などを勘案した つの開発コンセプトや、公共機能を含めた「導入機能の配置  
イメージ」等が提示されました（→ 参照）。 

流、
子育て支援機能など、「北街区」には、区役所機能に加えて都市型住宅などが配置される  
イメージとなっています。 
また、「機能導入イメージ」として、特に駅前街区では、「広場」を核として様々な機能が
「相乗効果を生み出す機能連携」というイメージ図が示されています。 
本市では、こうしたコンセプトや施設ゾーニング、各イメージ等の内容について、基本
方針（案）の取りまとめに向けて、改めて検討・確認を行いました。 

導入機能の配置イメージ（準備組合提供資料） 

※本図面は現時点のものであり、今後変更になる可能性があります。
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３ 駅アクセス向上の方向性 
（１）方向性 

の現状と課題等を踏まえ、「駅周辺交通環境の改善」及び「路線
バスネットワークの充実」の観点から、宮前区全体の発展に資する、駅アクセス向上に向け
た取組を推進します。 

ア 駅周辺交通環境の改善 

向けた取組として、バスバース数の増加などの交通広場の拡充による安全性等の確保や通
過交通等に配慮した、駅周辺の交通流の改善を図ります。 
併せて、限られた空間を立体的に活用し、乗り継ぎ利便性やユニバーサルデザインに配
慮した、人にやさしく、機能的で、誰もが安全、安心、快適に移動できる交通広場や駐輪場
などの交通環境の整備を図ります。 

イ 路線バスネットワークの充実 
身近な地域交通における の利便性向上と駅アク

セス強化等に資する路線バスネットワークの充実に向け、小田急沿線方面などの路線の新
設や、鷺沼駅周辺に移転する区役所等施設へ向丘地区方面などからのアクセス強化を図る
ための既存路線の再編など、バス事業者と連携した取組を進めます。

（２）具体的な取組 

ア 駅周辺交通環境の改善 

〇施策① 交通広場の拡充 
・現行の交通広場を運用しながら整備が可能となる位置に、約２倍の広さの交通広場と
し、乗車バースは、４バースから６バース程度へ増設、降車バースは２バース程度新設
することを検討します。 

〇施策② 交差点の集約化 
・現行の交通広場とフレル鷺沼の間の道路を廃止し、同位置に交通広場の出入口を配置
することで、交差点の集約化（３箇所⇒１箇所）を検討します。 

〇施策③ 周辺道路への右左折レーンの設置 
〇施策④ 交流機能の確保 
・人々が憩い、集い、語らう場としての「交流機能」を有した広場の駅至近への配置を検
討します。 

〇施策⑤ ユニバーサルデザインへの配慮 
・交通広場内のバリアフリー化及びユニバーサルデザインタクシー対応の乗り場の整備
を検討します。 

〇施策⑥ 駐輪場等の確保 
・条例などに基づき、利便性確保に向け、交通広場の下部等への駐輪場の適正配置に向
けた検討を行います。 

〇施策⑦ 歩行空間の確保 
・再開発事業の敷地に接する道路について、歩道と一体となった歩道状空地の整備など、
適切な歩行空間の確保に向けた検討を行います。 
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（参考）ホームドアの設置について 

利用できる鉄道を目指し、平成 （ ）年度
までに田園都市線の全駅にホームドアの設置を
目指しています。 
宮前区内では、宮前平駅で設置・運用開始済み

のほか、宮崎台駅で同年度上期、鷺沼駅で同年度
下期のホームドアの設置に向けた取組が進めら
れています。 

4

計画諸元
■バス
・乗車バース 増設(６バース程度)
・降車バース 新設(２バース程度)
・待機スペース
■タクシー
・乗降スペース
・待機スペース
■一般車
・乗降スペース
・身障者乗降スペース

北街区

駅前
街区

施策②、③ 施策③

施策③

施策①

施策④

※本図面は、現時点のものであり、今後の管理者協議等により変更になることがあります

鷺沼駅

■鷺沼駅周辺計画イメージ図 

施策⑤

施策⑥

■東急電鉄 より 
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イ 路線バスネットワークの充実 
組（「鷺沼駅 聖マリアンナ医科大学前」路線新設） 

駅」と「聖マリアンナ医科大学病院」を結ぶバス路線を、３事業者 市バス・東急バス・小
田急バス）で、運行計画等について調整を重ね、平成 （ ）年 月末に路線新設の認
可申請を行い、平成 （ ）年 月から共同運行を開始しました。 

＜概要＞ 
・運行開始日 
  平成 （ ）年 月 日（月） 
・運行時間帯及び運行間隔 

時台から 時台の運行／ 分間隔 
 ・運行本数 

往復（各事業者４往復） 
  ※平日・土曜・休日とも同じ運行本数 

〇広場再編整備の機会を捉えた路線バスネットワークの充実に向けた取組 
１）新たに鷺沼駅に接続する路線 

いない小田急沿線などの拠点駅方面への路線新設など、路線バスネットワークの充
実に向けた取組を進めます。 

 ・現在の区役所等施設へアクセスする既存路線の運行状況等を踏まえ、鷺沼駅周辺に
移転する区役所等施設へ、向丘地区方面などからのアクセスを強化し利便性等向上
を図るなど、鷺沼駅への路線再編に向けた取組を進めます。 

２）既存路線の増便等によるアクセス強化 
 ・鷺沼駅にアクセスする路線バスの利用実態等を踏まえ、聖マリアンナ医科大学前方
面の増便等により一層の利便性等向上を図るなど、既存路線から鷺沼駅へのアクセ
ス強化に向けた取組を進めます。 

上記、１）、２）の基本的な考え方に基づき、平成 （ ）年度に実施しているパー
ソントリップ調査（交通行動調査）の結果、路線バスの利用実態、需要動向、事業採算性
等を踏まえながら、宮前区全体の発展に資する路線バスネットワークの充実に向け、引
き続き、バス事業者との協議・調整を行い、更なる取組を進めます。 

■路線バスネットワークの充実 イメージ図

登戸・向ヶ丘遊園

新百合ケ丘

溝口

鷺沼駅
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４ 民間事業者と連携した取組の方向性 
本プロジェクトにおける関係団体等への説明・ヒアリングやまちづくりフォーラム、意見

公共機能の枠を越えた意見や公共機能と
様々な意見をいただきました。これらを踏まえ、利用者の多

様なニーズに対応するため、目的や機能の補完、交流の創造等に着目し、
設の連携、機能・空間の融合や多機能化を図ることによる相乗効果を創出します。 
また、

キシブルに使える場、駅・交通広場・広場と連携した空間づくりなど、複合施設であること
のメリットを最大限に活かし、若い世代に選ばれ、高齢者が安心して暮らし続けられるまち
づくりに向けて、新たな賑わいや交流を促進する取組を推進していきます。 

５ 現区役所等施設・用地に関する考え方 
現区役所等施設 ・用地については、平成 30（2018）年度に実施したまちづくりフォーラム

や意見交換会等を通じて、市が当用地を保有し続けるべきといった御意見や、防災機能の確
保、地域活動の場所の確保、スポーツができる広場の整備など、区役所等施設を移転した場

一方で、最終的に区役所が鷺沼駅周辺地区に移転を完了し、現区役所等施設・用地が新た
な用途で活用可能となるまでには、約 10 年間の期間を要します。こうした中で、当用地は、
一定規模のまとまった貴重な公有地であること、本格的な施設・用地活用まで期間があるこ
と等から、段階を経ながら、一定の時間をかけて、活用方策を検討する必要があります。 
そのため、現区役所等施設・用地の活用について、次のとおり、基本的な考え方をまとめ

ました。この考え方を基本として、今後の検討を進めていくこととします。 

■機能連携イメージ（準備組合資料） 
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① 市による施設・用地保有 
現区役所等施設 ・用地は、一定規模のまとまった公有地であること、また、防災上の活用
を含め、地域課題の解決に資する活用可能性を検討する必要があること等から、市が保有
し続けることを基本とし、その活用方策を検討することとします。 

② 宮前区全体と周辺エリアの将来を見据えた課題やニーズの整理 
宮前区全体の将来のまちづくりや現区役所周辺エリアの活性化等の観点から、地域課題
や行政需要、地域ニーズを整理し、宮前区全体の魅力や安全安心の暮らしの向上を目指し、
効率的かつ効果的な活用ができるよう、検討を行います。 

③ 市民参加による検討 
活用検討に当たっては、検討過程の透明性の確保に努めるとともに、地域課題や行政需

検討の前提と
していきます。 

６ 向丘出張所の機能のあり方の検討 
出張所の機能については、機能再編実施方針改定版において、今後の方向性として、「共に

支え合う地域づくりを推進する身近な地域の拠点として、（中略）地域の実情に即した取組を
推進」することとしています。 
具体的な取組としては、マイナンバー制度を踏まえた証明書発行のあり方の検討や、地域

包括ケアシステムにおける地域づくりと地域振興業務の連携・推進、「身近な活動の場」や「地
域の居場所」としての活用策の検討、地域防災機能の検討などを挙げています。 
特に現在、地域包括ケアシステムにおける地域づくりの取組では、保健師をはじめ、社会

福祉職や心理職等の専門職が協働して地域に出向き、関係団体や関係機関と連携を図りなが

として、出張所での面接や相談など、場としての活用についても連携が進むよう取組を進め
ていくこととしています。 
また、「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」では、「まちのひろば」としての既

存公共施設の更なる地域化を進めるとともに、向丘出張所 2 活動
支援コーナー」と、区域レベルの「新たなしくみ」として考えられている「ソーシャルデザイ
ンセンター」との機能分担等についても検討することとしています。 
向丘出張所の機能のあり方については、今回の鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関す

る検討を契機として、地域バランスを考慮した区全体の機能向上という観点や、関係施策の
位置付け・検討状況を踏まえ、「身近な活動の場」や「地域の居場所」としての活用など、地
域の皆様とともに、共に支え合う地域づくりとコミュニティ形成を推進する身近な地域の拠
点として、地域ニーズや課題を把握・整理し、概ね 10 年にわたる事業全体の想定スケジュー
ルと並行して、機能のあり方について検討していきます。 
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第６章 今後の取組 
第 章で示した方向性を踏まえ、再開発に関連したスケジュール等を「今後の進め方」と

してお示しします。 

１ 再開発に関する取組 
、本基本方針で示した各機能の規模等を踏まえ、準備組合において、より詳細な検

討が進められていくこととなります。 
今後のスケジュールについては、平成 （ ）年度の環境影響評価（環境アセスメント）

手続や都市計画手続を経て、平成 （ ）年度には、都市再開発法に基づく事業認可（市
街地再開発組合の設立認可）を行い、平成 （ ）年度の工事着手を目指し、取組が進め
られます。 

、平成 （ ）年度には、環境アセスメント手続とし
て、準備組合による説明会や意見書提出の機会があり、また、都市計画手続として、素案説
明会や縦覧
工事については、平成 （ ）年度以降、街区ごとの段階的な施工を検討しており、標

年程度となりますが、街区の規模等を勘案し、駅前
街区
組合において、検討されることとなりますので、情報把握が出来た段階で、お知らせしてい
きます。 

＜再開発事業全体スケジュール（想定）＞ 
平成 37又は 38年度～
(2025)   (2026) 
平成 40-42年度 
(2028)  (2030) 

北街区工事 

平成 30年度
(2018) 

基本方針策定 

平成 31年度
(2019) 

環境アセス手続 
都市計画手続 

平成 32年度
(2020) 

再開発組合設立 

平成 33年度～
(2021) 
平成 37 又は 38 年度 
(2025)  (2026)  

駅前街区工事 
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２ 導入機能の詳細検討 

（１）駅前街区（市民館・図書館機能） 

しています。第 章 （→
参照）で示し
の検討に取り組みます。 
平成 （ ）年度

る基本計画の策定に向けた検討を進めていきます。 
その後、平成 （ ）年度から平成 （ ）年度まで、基本計画の内容を踏まえて

設計を行い、平成 （ ）年度から平成 （ ）又は （ ）年度までに駅前街区
の建設工事が行われる予定となっています。 
平成 （ ）又は （ 、今後も検

討を進めていきます。 

＜ ケジュール（想定）＞ 

（２）北街区（区役所機能） 

しています。第 章 （→ 参照）でお示しし
た導入機能の目指す方向性等を踏まえ、効果的な機能配置や空間構成も含めた具体的な仕
様等について、市 に向
けた取組を推進します。 

＜北街区（区役所）スケジュール（想定）＞ 

平成 37又は 38 年度
(2025)  (2026) 

宮前
宮前図書館 
供用開始

平成 40-42年度 
(2028)  (2030) 

宮前区役所 
供用開始

平成 37又は 38年度～
(2025)  (2026) 
平成 40-42年度 
(2028) (2030) 

北街区工事 

平成 30年度
(2018) 

基本方針 
策定

平成 31年度
(2019) 

基本計画 
策定

平成 33年度
(2021) 
～平成 37又は 38年度 

 (2025) (2026)   

駅前街区工事 

平成 30年度
(2018) 

基本方針 
策定

※駅前街区の
取組が先行
します。 

平成 34年度～
(2022) 平成 36 年度 

  (2024)  

基本計画策定
実施設計

平成 32年度～
(2020) 平成 33 年度 

  (2021)  

基本・実施設計 
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３ 現区役所等施設・用地に関する検討 
館は、平成 （ ）又は 38

（2026）年度に鷺沼駅前地区に移転予定、また、区役所は、平成 40（2028）年度から平成 42
（2030）年度までに移転予定となっており、現区役所等施設・用地全体の新たな用途での活
用は、そのあとの段階で進めることになります。 
一方、平成 （

が予定され、両施設の移転に向けた取組が本格化することから、その動きを踏まえ、平成
（ ）年度を目途に、当施設・用地活用の基本的な考え方を定める「（仮称）宮前区役所等
施設・用地の活用に関する基本方針（以下「活用基本方針」といいます。）」の策定に向けた取
組を進めていきます。 
取組に当たっては、次のような段階的な検討ステップを想定し、地域課題や行政需要、地

域ニーズ等との調和を勘案しながら、
ハウの活用等を行い、検討を深めていきます。 

〇ステップ１ 前提条件の整理及び活用基本方針の策定 

間事業者のアイデアや手法等）の活用可能性も含め、本市において検討の前提となる事項を
整理し、地域課題の解決に資する検討の方向性を整理します。 

について検討し、取り入れながら、概ね平成 （ ）年度を目途に、活用基本方針を策定
していきます。 

〇ステップ２ 活用基本方針に基づく取組
次に、活用

活用の可能性も含めて、新たな用途に関する更なる検討を深めていきます。 

〇ステップ３ 新たな用途のための整備等着手（区役所移転以降） 
平成 （ ）年度から平成 （ ）年度までには、区役所の移転を完了する計画と

なっています。そのため、区役所の移転後は、活用基本方針に基づき、当施設・用地全体の活
用を推進していきます。 

現区役所等施設・用地に関する検討スケジュール（想定）： 

平成 40-42 年度
(2028) (2030) 

新たな用途の 
整備等着手 

平成 30年度
(2018) 

基本方針 
策定 

平成 31年度
(2019) ～平成 34年度 

(2022) 

条件整理等 

ステップ１

基本 
方針策定 

ステップ２

平成 35年度～平成 40年度
(2023)    (2028) 

活用基本方針に基づく 
取組の推進 

ステップ３
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４ 庁内検討・推進体制 
基本方針の策定に向けては、庁内に を とする「鷺沼駅周辺再編整備公共機能検

局が連携しながら組織横断的な検討を進めてきました。 
今後は、基本方針に基づき、概ね 10年以上にわたり、より具体的な取組を推進していきま

す。推進に必要な組織体制等については、進捗状況等に応じて、順次検討していくこととな
りますが、平成 31（2019）年度については、上記検討会議を改組し、改めて
する「（仮称）宮前区のまちづくりにおける公共機能検討会議」を設置し、宮前区全体の機能
向上、持続可能なまちづくりに向けた取組について、引き続き関係局が連携しながら検討・
推進していきます。 
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資料編 

１ 策定経過等 
・ 時系列の取組一覧（P.86） 
・ 意見交換会まとめ模造紙（P.88） 

２ 各区市民館・図書館等一覧 
・ P.100） 

３ 鷺沼駅周辺土地利用方針（案） 
・ 鷺沼駅周辺再編整備に向けた検討状況（P.102） 

４ 再開発準備組合作成・提供資料 
・ 鷺沼駅前地区再開発事業の開発コンセプトについて（P.104） 
・ 鷺沼駅前地区再開発事業における施設計画概要（公共機能の導入案）（P.106） 
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１ 策定経過等 

＜時系列の取組一覧＞ 

年月  広報等 
庁内検討会議 
その他 

平成 30 年 
1 月 

3 月 

・第 1 回関係団体等説明・ヒアリング(2/14 3/26) 
・平成 29 年度第 8 回川崎市社会教育委員会議 定例
会(3/22) 

・鷺沼駅周辺再編整備に
伴う公共機能検討に関
する考え方公表(2/8) 

・第 1 回鷺沼駅周辺
再編整備公共機能
検討会議(1/23) 

平成 30 年 
4 月 

6 月 

・第 1 回まちづくりフォーラム(5/27) 
(6/7 6/25) 

・平成 30 年度第 1 回川崎市社会教育委員会議 宮前
(6/6) 

・第 1 回意見交換会(6/9) 

・市政だより宮前区版
5/1 号(プロジェクト概
要、フォーラム、意見交
換会募集告知) 

・さぎぬまプロジェクト
ニュース第 1 号(6 月下
旬) 

・第 2 回鷺沼駅周辺
再編整備公共機能
検討会議(4/17) 

平成 30 年 
7 月 

9 月 

・第 2 回意見交換会(7/21) 
・中間報告まちづくりフォーラム(8/26) 
・第 3 回意見交換会(9/8) 
・平成 30 年度第 2 回川崎市社会教育委員会議 宮前

(9/26) 

・市政だより宮前区版
8/1 号(中間報告フォー
ラム告知) 

・第 3 回鷺沼駅周辺
再編整備公共機能
検討会議(8/17) 

・文教委員会(陳情
審査)(8/23) 

平成 30 年 
10 月 

12 月 

・第 2 回関係団体等説明・ヒアリング(10/4 11/8) 
(区内 8中学校の生徒)(10/9) 

・区内 7 か所に意見箱の設置(10/22 1/31) 
・第 4 回意見交換会(10/27) 
・第 2 回まちづくりフォーラム(11/11) 
・インターネットによる意見箱設置(11/16
1/31) 

・平成 30 年度第 3 回川崎市社会教育委員会議 宮前
(12/11) 

・平成 30 年度第 3 回川崎市社会教育委員会議 図書
館専門部会(12/12) 

( 県立川崎北高等学校の生
徒)(12/12) 

・平成 30 年度第 6 回川崎市社会教育委員会議 定例
会(12/20) 

・市政だより宮前区版
10/1 号(第 2 回フォー
ラム告知) 

・さぎぬまプロジェクト
ニュース第 2 号(10 月
下旬) 

・さぎぬまプロジェクト
ニュース第 3 号(12 月
下旬) 

・第 4 回鷺沼駅周辺
再編整備公共機能
検討会議(11/5) 
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平成 31 年 
1 月 

3 月 

・パブリックコメント(2/5 3/6) 
・鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本
方針(案) (2/9、2/10) 

・平成 30 年度第 7 回川崎市社会教育委員会議 定例
会(2/15) 

・平成 30 年度第 4 回川崎市社会教育委員会議 宮前
(2/24) 

・平成 30 年度第 4 回川崎市社会教育委員会議 図書
館専門部会(3/8) 

・平成30年度第 3回川崎市社会教育委員会議 有馬・
野川生涯学習支援施設専門部会(3/12) 

・市政だより宮前区版
1/1 号(基本方針(案)市

) 
・市政だより宮前区版
2/1 号(基本方針(案)パ
ブリックコメント告
知) 

・市政だより宮前区版特
別号（基本方針(案)概

ブリックコメント告
知） 

・文教委員会(陳情
審査)(1/24) 

・第 5 回鷺沼駅周辺
再編整備公共機能
検討会議(1/28) 

・教育委員会定例会
(1/29) 

・文教委員会(陳情
審査)(3/11) 

・教育委員会定例会
(3/20)  

・第 6 回鷺沼駅周辺
再編整備公共機能
検討会議(3/26) 
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＜意見交換会まとめ模造紙＞ 
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２ 各区市民館・図書館等一覧 

施設名 所在地 設立年月 延床面積 構造 主な施設

 教育文化会館
川崎区富士見
    2-1-3 昭和42年3月 15,137㎡ 鉄骨鉄筋 会議室９、学習室６、情報学習

室、教養室４、イベントホール

 川崎図書館
川崎区駅前本町
    12-1 平成７年４月 1,179㎡ 鉄骨鉄筋

一般・児童図書室、郷土資料
コーナー、雑誌コーナー、対面
朗読・お話室他

 プラザ大師
教育文化会館大師分館
 川崎図書館大師分館

川崎区大師駅前
    1-1-5 平成７年11月 1,032㎡ 鉄骨鉄筋 学習室、実習室、和室、談話

室、児童室、図書館分館

 プラザ田島
 教育文化会館田島分館
 川崎図書館田島分館

川崎区追分町
    16-1 平成4年10月 890㎡ 鉄骨鉄筋 集会兼学習室、実習室、和室、

児童室、談話室、図書館分館

 ふれあい館
桜本こども文化センター
と併設

川崎区桜本
    1-5-6 昭和63年６月

630㎡
内こども文化
センター330㎡

鉄筋 会議室２、学習室、和室文化交
流室、資料室 他

 幸文化センター

 幸図書館
    1-11-2 昭和55年７月 6,086㎡ 鉄骨鉄筋

ホール（定席840）、会議室
５、教養室５、ギャラリー、閲
覧室、
対面朗読室 他

 幸図書館 日吉分館

幸区南加瀬
   1-7-17
(日吉合同庁舎)

平成15年７月 825㎡ 鉄筋
学習室、実習室、和室、児童
室、談話室、一般・児童図書
室、対面朗読室

中原区新丸子東
        3-1100-12

昭和49年６月
平成21年４月
改築移転

4,007㎡ 鉄骨鉄筋
ホール（通常375）、会議室
６、教養室７、ギャラリー、談
話室 他

 中原図書館
中原区小杉町
              3-1301

昭和35年4月
平成25年４月
(供用開始）
改築移転

4,497㎡ 鉄骨鉄筋

一般・児童図書コーナー、おは
なしのへや、市 情報コー
ナー、予約本受取コーナー、多
目的室、視覚障がい者サポート
室 他

 生涯学習プラザ
中原区今井南町
              514-1

平成10年10月 3,356㎡ 鉄筋
会議室、活動室、研修室、多目
的ルーム、フィットネスルー
ム、実習室 他

中原区

川崎区

幸区
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施設名 所在地 設立年月 延床面積 構造 主な施設

高津区溝口
               1-4-1

昭和49年７月
平成９年９月
改築移転

8,373㎡ 鉄筋
ホール（通常600）、会議室
６、教養室７、児童室、大会議
室、ギャラリー 他

 高津図書館
高津区溝口
             4-16-3

昭和40年9月
昭和63年3月
改築

2,196㎡ 鉄骨鉄筋
一般・児童図書室、閲覧室、郷
土資料室、対面朗読室 他

 プラザ橘

 高津図書館橘分館

高津区久末
    2012-1

平成5年10月 1,229㎡ 鉄筋

集会兼学習室、実習室、和室、
児童室、市 活動支援ルーム、
談話・ギャラリーコーナー、図
書館分館

 宮前文化センター

 宮前図書館

宮前区宮前平
    2-20-4

昭和60年７月 8,592㎡ 鉄筋

ホール（定席910）、会議室
５、教養室５、ギャラリー、閲
覧室、対面朗読室、郷土資料
室、自動車文庫

 菅生分館
宮前区菅生
    5-4-11

昭和62年４月 413㎡ 鉄骨 集会室、学習室、和室、児童
室、談話室

 アリーノ
(有馬・野川生涯学
習支援施設）

宮前区東有馬
                4-6-1

平成21年5月 1,619㎡ 鉄筋
集会室、学習室３、教養室３、
フリースペース、児童室、地域
図書室 他

(区総合庁舎)    1775-1

昭和47年９月
平成９年１月
改築

6,438㎡
(専有床面積分)

鉄骨鉄筋

ホール（定席908）、
大会議室、会議室６、
教養室６、児童室、体育室、
ギャラリー 他

 多摩図書館
(区総合庁舎)    1775-1

昭和38年10月
平成９年１月
改築

1,725㎡
(専有床面積分)

鉄骨鉄筋
一般・児童図書室、閲覧室、郷
土資料コーナー、対面朗読室、
お話の部屋他

 菅閲覧所
多摩区菅
   3-1-1
T.Kプラサ3.4階

平成5年9月 348㎡ 鉄骨鉄筋 閲覧席

 麻生文化センター

 麻生図書館

麻生区万福寺
             1-5-2

昭和60年７月 6,984㎡ 鉄骨鉄筋

ホール（定席1,010）、
会議室５、教養室５、ギャラ
リー、閲覧室、対面朗読室、郷
土資料室 他

 岡上分館
麻生区岡上
              286-1

昭和53年３月 800㎡ 鉄筋
集会室、茶華道室、学習室、体
育室、図書室、児童室他

 麻生図書館
 柿生分館

麻生区片平
               3-3-1
(柿生小学校)

平成15年６月 361㎡ 鉄筋 一般・児童図書室

宮前区

多摩区

麻生区

高津区
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３ 鷺沼駅周辺土地利用方針（案） 
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４ 再開発準備組合作成・提供資料

の資料は、意見交換会やまちづくりフォーラムなどで寄せられた様々
準備組合から、現時点での再開発のコンセプトや施設ゾーニング等として提示されたものです。
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鷺沼駅周辺再編整備に伴う
公共機能に関する基本方針 

平成 31（2019）年3月 

■お問合せ 
コミュニティ推進部区政推進課 

℡：044-200-2309 Fax：044-200-3800 
まちづくり局市街地整備部地域整備推進課 
℡：044-200-2743 Fax：044-200-3967 
宮前区役所まちづくり推進部企画課 
℡：044-856-3170 Fax：044-856-3119 
教育委員会事務局生涯学習部生涯学習推進課 
℡：044-200-1981 Fax：044-200-3950 




